
�愛媛県告示第６６３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により

、医療機関を次のように指定した。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第６６４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用

する同法第４９条の規定により、施術機関を次のように指定し

た。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社

医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
指 定
年 月 日

久万高原町国民
健康保険面河診
療所前組出張所

久 万 高 原 町 上浮穴郡久万高原町前
組１７７４番地

平成１６年
８月１日

かまくら歯科ク
リニック 鎌 倉 聡 伊予郡松前町鶴吉８０６

番地
平成１８年
４月１日

ますだクリニッ
ク 増 田 潤 宇和島市伊吹町字シツ

ソウ甲１１５５－７
平成１８年
４月１日

なかの泌尿器科 中 野 吉 朗 八幡浜市保内町喜木１
番耕地２４０番地１

平成１８年
４月１日

東若宮中川脳神
経外科クリニッ
ク

中 川 孝 大洲市東若宮８番地７ 平成１８年
４月１日

中央歯科クリニ
ック 藤 原 和 久 四国中央市中曽根町３９

５－１
平成１８年
４月１日

施術機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
指 定
年 月 日

うえかわ針灸マ
ッサージ治療院 上 川 利 勝 東温市田窪２０５４－８ 平成１８年

４月７日

� 目 次 �
告 示

○ 医療機関の指定………………………………………………………３５７

○ 施術機関の指定………………………………………………………３５７

○ 指定医療機関の名称の変更…………………………………………３５８

○ 指定医療機関の廃止の届出…………………………………………３５８

○ 指定医療機関の辞退…………………………………………………３５８

○ 介護機関（居宅介護事業者）の指定………………………………３５８

○ 介護機関（居宅介護支援事業者）の指定…………………………３５８

○ 介護機関（特定福祉用具販売事業者）の指定……………………３５９

○ 介護機関（介護予防事業者）の指定………………………………３５９

○ 介護機関（特定介護予防福祉用具販売事業者）の指定…………３６０

○ 指定介護機関（居宅介護支援事業者）の変更（２件）…………３６０

○ 指定介護機関（居宅介護事業者）の変更…………………………３６１

○ 指定介護機関（居宅介護事業者）の廃止の届出…………………３６１

○ 指定介護機関（介護予防事業者）の廃止の届出…………………３６１

○ 指定身体障害者療護施設の指定……………………………………３６２

○ 指定居宅支援事業の廃止……………………………………………３６２

○ 指定身体障害者更生施設の指定の辞退……………………………３６２

○ 指定知的障害者更生施設の指定の辞退……………………………３６２

○ 指定知的障害者更生施設の指定……………………………………３６２

○ 土地改良事業の工事完了の届出（５件）…………………………３６３

○ 保安林の指定施業要件の変更予定…………………………………３６３

○ 漁業の許可又は起業の認可の申請期間……………………………３６４

○ 建設業者の許可の取消し……………………………………………３６４

○ 愛媛県建設工事請負業者選定要領の一部改正……………………３６５

○ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱の一部改正……………３６５

○ 道路の区域変更（県道岩城環状線）………………………………３６６

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………３６６

公 告

○ 争議行為の通知の公表………………………………………………３６６

○ 愛媛県酪農・肉用牛生産近代化計画の公表………………………３６６

監 査 公 表

○ 監査結果に基づく措置の公表………………………………………３６６

○ 消防学校、健康増進センター、病害虫防除所、食肉衛生検査

センター、花き総合指導センター、畜産試験場、農業試験場

、えひめ学園、新居浜高等技術専門校、今治高等技術専門校

、繊維産業試験場、紙産業研究センター、看護専門学校、東

予児童相談所、養鶏試験場…………………………………………３６７

○ 松山工業高等学校、松山商業高等学校、大洲高等学校、大洲

農業高等学校、川之石高等学校、三崎高等学校、宇和高等学

校、野村高等学校、松山聾学校、宇和聾学校、第一養護学校

、第二養護学校、第三養護学校、松山西中学校・松山西高等

学校、松山北高等学校、松山南高等学校、松山東高等学校、

美術館、図書館、博物館、長浜高等学校、東温高等学校、松

山中央高等学校、内子高等学校、八幡浜教育事務所、八幡浜

工業高等学校、八幡浜高等学校、北条高等学校、松山盲学校

、歴史文化博物館、宇和養護学校、三瓶高等学校、三島高等

学校、土居高等学校、新居浜東高等学校、新居浜西高等学校

、新居浜商業高等学校、西条高等学校、小松高等学校、東予

高等学校、丹原高等学校、今治西高等学校、今治南高等学校

、今治北高等学校、今治教育事務所、今治工業高等学校、川

之江高等学校、新居浜工業高等学校、新居浜南高等学校、今

治養護学校、今治東中学校・今治東高等学校、西条農業高等

学校、西条教育事務所、総合科学博物館…………………………３６７

○ 大洲警察署、松山南警察署、八幡浜警察署、西予警察署、今

治警察署、四国中央警察署、新居浜警察署、西条西警察署、

西条警察署……………………………………………………………３６８

人事委員会規則

○ 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則…………３６８

告 示

毎週（火・金）曜日発行 第１７５５号 平成１８年４月２８日

平成１８年４月２８日金曜日 第１７５５号

愛 媛 県 報

３５７



��������������

��������������

�������
�愛媛県告示第６６６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により

指定した医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６６７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５１条第１項の規定

により、次のとおり指定医療機関の辞退があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６６５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関が、名称を次のように変更した。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６６８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した

。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６６９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定

した。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

医 療 機 関 の 名 称 開 設 者 の 氏 名

又 は 名 称
所 在 地 変 更 年 月 日

旧 新

浦部医院 浦部医院内科・皮フ科 医療法人浦部医院 西条市小松町新屋敷甲１３７７
－１ 平成１８年１月１日

医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
廃 止
年 月 日

新野外科胃腸科
医院 新 野 和 夫 八幡浜市松柏字京田９９

９
平成１６年
５月１４日

清 水 医 院 清 水 資 明 八幡浜市日土町１－２５
３

平成１７年
１０月１日

医療機関の名称
開設者の氏名
又 は 名 称

所 在 地
辞 退
年 月 日

浜 口 医 院 医療法人
沢近会浜口医院

南宇和郡愛南町城辺甲
３４７番地２

平成１８年
５月１０日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

今治立花農業協同組合 今治市北鳥生町三丁目３番
１４号

ＪＡ今治立花デイサービス
センター

今治市立花町四丁目５番２６
号 平成１８年３月３１日

株式会社ベルワイド 八幡浜市字新町２７２番１ おるｄｅ新町デイサービス
センター 八幡浜市字新町２７２番１ 平成１８年４月１日

株式会社ベルワイド 八幡浜市字新町２７２番１ おるｄｅ新町短期入所生活
介護事業所 八幡浜市字新町２７２番１ 平成１８年４月１日

うま農業協同組合 四国中央市三島金子二丁目
４番２３号

ＪＡうまデイサービスセン
ターあったか荘 四国中央市妻鳥町１５２５番地 平成１８年３月１日

有限会社アクティブライフ 今治市阿方甲１３１７番地１ アクティブライフデイサー
ビスハウス夢 今治市阿方甲１８３－１ 平成１８年４月６日

有限会社アポトライ 宇和島市丸之内三丁目２－
１ ラポールデイサービス 宇和島市新町１－４－１０ 平成１８年４月４日

愛 媛 県 報平成１８年４月２８日 第１７５５号

３５８
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�愛媛県告示第６７０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（特定福祉用具販売事業者）を次のように

指定した。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した

。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

今治立花農業協同組合 今治市北鳥生町三丁目３番
１４号

ＪＡ今治立花居宅介護支援
事業所

今治市立花町四丁目５番２６
号 平成１８年３月３１日

介 護 機 関 （ 特 定 福 祉
用 具 販 売 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特 定 福 祉 用 具 販 売 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社ホームケア・アベ 宇和島市和霊元町四丁目１
番１２号

ホームケア・アベ福祉用具
貸与事業所

宇和島市和霊元町四丁目１
番１２号 平成１８年４月１日

有限会社南予医科学器械販
売 宇和島市宮下甲１３０５番地 有限会社南予医科学器械販

売 宇和島市宮下甲１３０５番地 平成１８年４月３日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人愛寿会 松山市東方町甲８１３番地 ヘルパーステーション瀬戸
あいじゅ

西宇和郡伊方町川之浜５９４
番地 平成１８年４月１日

社会福祉法人愛寿会 松山市東方町甲８１３番地 ショートステイ瀬戸あいじ
ゅ

西宇和郡伊方町川之浜５９４
番地 平成１８年４月１日

社会福祉法人愛寿会 松山市東方町甲８１３番地 デイサービスセンター瀬戸
あいじゅ

西宇和郡伊方町川之浜５９４
番地 平成１８年４月１日

社会福祉法人ことぶき会 八幡浜市向灘２２９－１８ ホームヘルプことぶき荘 八幡浜市向灘２２９－１８ 平成１８年４月１日

社会福祉法人ことぶき会 八幡浜市向灘２２９－１８ デイサービスセンターこと
ぶき荘 八幡浜市向灘２２９－１８ 平成１８年４月１日

社会福祉法人ことぶき会 八幡浜市向灘２２９－１８ ショートステイことぶき荘 八幡浜市向灘２２９－１８ 平成１８年４月１日

社会福祉法人八幡浜市社会
福祉協議会 八幡浜市松柏乙１１０１番地 社協ヘルパーステーション

八幡浜 八幡浜市松柏乙１１０１番地 平成１８年４月１日

社会福祉法人八幡浜市社会
福祉協議会 八幡浜市松柏乙１１０１番地 社協訪問入浴サービス 八幡浜市松柏乙１１０１番地 平成１８年４月１日

社会福祉法人八幡浜市社会
福祉協議会 八幡浜市松柏乙１１０１番地 湯島の里 八幡浜市五反田１番耕地８０

６番地 平成１８年４月１日

株式会社ベルワイド 八幡浜市字新町２７２番１ おるｄｅ新町デイサービス
センター 八幡浜市字新町２７２番１ 平成１８年４月１日

愛 媛 県 報平成１８年４月２８日 第１７５５号
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�愛媛県告示第６７２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（特定介護予防福祉用具販売事業者）を次

のように指定した。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護

支援事業を行う事業所の名称が次のように変更された。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

株式会社ベルワイド 八幡浜市字新町２７２番１ おるｄｅ新町短期入所生活
介護事業所 八幡浜市字新町２７２番１ 平成１８年４月１日

医療法人広仁会 八幡浜市１２８０－９ ひろせ訪問看護ステーショ
ン 八幡浜市１２８０－９ 平成１８年４月３日

医療法人青峰会 八幡浜市五反田１番耕地１０
４６番地１

医療法人青峰会真網代くじ
らリハビリテーション病院 八幡浜市真網代甲２２９－５ 平成１８年４月１日

株式会社トーカイ 香川県高松市鶴市町２０２５－
３

株式会社トーカイ宇和島出
張所 宇和島市保手二丁目７－１６ 平成１８年４月１日

有限会社南予医科学器械販
売 宇和島市宮下甲１３０５番地 有限会社南予医科学器械販

売 宇和島市宮下甲１３０５番地 平成１８年４月３日

社会福祉法人八幡浜市社会
福祉協議会 八幡浜市松柏乙１１０１番地 社協ヘルパーステーション

保内
八幡浜市保内町宮内１番耕
地１２４番地１ 平成１８年４月１日

社会福祉法人八幡浜市社会
福祉協議会 八幡浜市松柏乙１１０１番地 保内町デイサービスセンタ

ー
八幡浜市保内町宮内１番耕
地１２４番地１ 平成１８年４月１日

社会福祉法人八幡浜市社会
福祉協議会 八幡浜市松柏乙１１０１番地 湯島デイサービスセンター 八幡浜市五反田１番耕地８０

６番地 平成１８年４月１日

社会福祉法人白寿会 松山市天山二丁目５番５号 訪問看護ステーション西安 八幡浜市大平１番耕地８７０
番地２ 平成１８年４月５日

社会福祉法人白寿会 松山市天山二丁目５番５号 指定訪問リハビリステーシ
ョン西安

八幡浜市大平１番耕地８７０
番地２ 平成１８年４月５日

医療法人青峰会 八幡浜市五反田１－１０４６－
１

医療法人青峰会チヨダクリ
ニック 八幡浜市川通り１４５５番地２２ 平成１８年４月１２日

医療法人青峰会 八幡浜市五反田１－１０４６－
１ チヨダデイサービス 八幡浜市川通り１４５５番地２２ 平成１８年４月１２日

株式会社悠遊社 松山市余戸南二丁目２４番３８
号 株式会社悠遊社大洲事業所 大洲市菅田町菅田字山城戸

甲９３４ 平成１８年４月８日

株式会社悠遊社 松山市余戸南二丁目２４番３８
号

デイサービスセンターゆう
ゆう大洲

大洲市菅田町菅田字山城戸
甲９３４ 平成１８年４月８日

介護機関（特定介護予防
福祉用具販売事業者）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特定介護予防福祉用具販売事業を行う事業所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社南予医科学器械販
売 宇和島市宮下甲１３０５番地 有限会社南予医科学器械販

売 宇和島市宮下甲１３０５番地 平成１８年４月３日

愛 媛 県 報平成１８年４月２８日 第１７５５号

３６０
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�愛媛県告示第６７４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護

支援事業を行う事業所の所在地が次のように変更された。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業

を行う事業所の所在地が次のように変更された。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護

事業を次のように廃止した旨の届け出があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防

事業を次のように廃止した旨の届け出があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人弘仁会 西条市三津屋南９－１０

（変更後）
ケアプランセンターあすか

西条市丹原町古田１６７－１ 平成１７年１２月１日
（変更前）
丹原町在宅介護支援センタ
ー

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社悠遊社 松山市余戸南二丁目２４番３８
号 株式会社悠遊社大洲事業所

（変更後）
大洲市菅田町菅田字山城戸
甲９３４

平成１８年１月３１日
（変更前）
大洲市若宮４６７番地１１

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社悠遊社 松山市余戸南二丁目２４番３８
号 株式会社悠遊社大洲事業所

（変更後）
大洲市菅田町菅田字山城戸
甲９３４

平成１８年１月３１日
（変更前）
大洲市若宮４６７番地１１

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

井 石 澄 雄 新居浜市西原町一丁目１－
６５ 井石内科医院 新居浜市西原町一丁目１－

６５ 平成１３年２月２４日

愛 媛 県 報平成１８年４月２８日 第１７５５号

３６１
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�愛媛県告示第６７８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の１０第１項の規定により、次のとおり指定身体障害者療護施設を指定し

た。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６７９号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６８０号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の２９の規定により、次のとおり指定身体障害者更生施設の指定の辞退が

あった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６８１号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の２９の規定により、次のとおり指定知的障害者更生施設の指定の辞退があ

った。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６８２号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の１１第１項の規定により、次のとおり指定知的障害者更生施設を指定した

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

井 石 澄 雄 新居浜市西原町一丁目１－
６５ 井石内科医院 新居浜市西原町一丁目１－

６５ 平成１３年２月２４日

事業者番号
指 定 身 体 障 害 者 療 護 施 設 の 設 置 者

サービスの種類
指 定 身 体 障 害 者 療 護 施 設 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１００２２０４１３ 愛媛県社会福祉事業団
松山市道後町二丁目
１２番地１１ 矢 野 順 意 身体障害者療

護施設 松前清流園 伊予郡松前町大間６８
６番地

平成１８年
４月１日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
廃止に係る指定居宅支援事業所 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１０００４７１３９ 愛媛県 松山市一番町四丁目
４番地２ 加 戸 守 行 身体障害者短

期入所 愛媛県立松前清流園 伊予郡松前町大間６８
６番地

平成１８年
３月３１日

事業者番号
指 定 身 体 障 害 者 更 生 施 設 等 の 設 置 者

サービスの種類
辞退に係る指定身体障害者更生施設等 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１０００４７４１０ 愛媛県 松山市一番町四丁目
４番地２ 加 戸 守 行 身体障害者療

護施設 愛媛県立松前清流園 伊予郡松前町大間６８
６番地

平成１８年
３月３１日

事業者番号
指 定 知 的 障 害 者 更 生 施 設 等 の 設 置 者

サービスの種類
辞退に係る指定知的障害者更生施設等 届 出

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００２０００９６３１７ 愛媛県 松山市一番町四丁目
４番地２ 加 戸 守 行 知的障害者入

所更生施設 愛媛県立重信清愛園 東温市田窪２１３７番地 平成１８年
３月３１日

愛 媛 県 報平成１８年４月２８日 第１７５５号

３６２
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�愛媛県告示第６８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、東温市樋口土地改良区から次のとおり土地改

良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、東温市牛渕上井手土地改良区から次のとおり

土地改良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６８５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、東温市南方土地改良区から次のとおり土地改

良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６８６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、東温市田窪土地改良区から次のとおり土地改

良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６８７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、西予市三瓶町土地改良区から次のとおり土地

改良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第６８８号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する

同法第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

今治市玉川町木地字一ノゴ辛１の６、辛１の７、辛６の

１、辛６の４、辛６の５、辛６の１１、辛６の１４、辛６の１６

、字ユノ谷辛２の３、辛２の６、辛２の８、辛１４の１６、辛

１４の２３、辛１４の２７、辛１４の２８、辛１４の３１、辛１４の３２、字子

コ谷辛３の１、字マル山辛４の１、辛４の２、辛４の１５、

辛１０の１、辛１０の２、字コマシコエ辛９の１、字マツヲ口

辛９の２、字ゴヲノ谷辛１２の２、字坊城ノ向辛１６の６、辛

１６の１１、字松尾口辛１７、辛１８の１、辛１８の２、辛１８の９、

辛１８の１１、辛６５の１、字ボウシロ辛１９の１、辛１９の４、辛

１９の６、辛２０、字子シ畑辛２１の１、辛２１の２、辛２２の１、

辛２２の２、辛２２の５、字松ヲ谷辛２５の１６、辛２５の１９、辛２５

の２４から辛２５の２６まで、字ヒル谷辛２８の８、字明神下辛３２

の１、辛３２の３、辛３３の１２、辛３３の２９、字大ミゾ宮ノ谷辛

３６の３６、辛３７の３、字大ミゾ辛３７の１９、字大サコ辛３９の１

、辛３９の２、辛３９の８、辛３９の１２、辛３９の１３、字チャセン

ボワル谷辛４０の１、辛４０の２、辛４０の５、辛４０の７、辛４０

の８、字ケヤケ山辛４１の２、字石原畑辛４２の１、辛４２の４

、辛４２の６、辛４２の１０、辛４２の１５、辛４２の１６、辛４２の１９、

辛４２の２７、字ドロボヤシキ辛４３、字コタマゴ辛５０の１１、辛

５０の１５、辛５０の２０、辛５０の２１、辛５１の１、辛５３、辛５６、字

。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 知 的 障 害 者 更 生 施 設 の 設 置 者

サービスの種類
指 定 知 的 障 害 者 更 生 施 設 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００２００２４９３１２ 愛媛県社会福祉事業団
松山市道後町二丁目
１２番地１１ 矢 野 順 意 知的障害者更

生施設 重信清愛園 東温市田窪２１３７番地 平成１８年
４月１日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
区画整理） 日吉谷地区 平成１８年２月２０日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
かんがい排水） 伊賀分地区 平成１８年３月１０日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
かんがい排水） 曲里地区 平成１８年３月２４日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
かんがい排水） 門田地区 平成１８年２月１０日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
かんがい排水） 二及地区 平成１８年２月１５日

愛 媛 県 報平成１８年４月２８日 第１７５５号

３６３



��������������

ケスケ谷辛５４の１から辛５４の６まで、辛５４の１４、辛５４の１５

、辛５４の２２から辛５４の２４まで、辛５４の２７から辛５４の３１まで

、辛５４の３５から辛５４の３８まで、辛５４の４０、辛５４の４２、辛５４

の４８、辛５４の５８、辛５４の６０、辛５４の６２、辛５４の７０、字イシ

ゴヤ辛５５の１、辛５５の３、辛５５の８、辛５５の１４、辛５５の１９

から辛５５の２１まで、辛５５の２３、辛５５の２４、辛５５の２６、辛５５

の２８、辛５５の２９、辛５５の３１、辛５５の３２、辛５５の３５から辛５５

の３７まで、辛５５の４０、辛５５の４１、辛５５の４３、辛５５の４４、辛

５５の４８、辛５５の５２、辛５５の５４、辛５５の５５、辛５５の５８、辛５５

の６１、辛５５の６２、辛５５の６７、辛５５の６８、辛５５の７０、辛５５の

７２、辛５５の７３、辛５５の７６から辛５５の７８まで、辛５５の８０から

辛５５の８２まで、辛５５の８４、辛５５の８７、辛５５の９１、辛５５の９８

から辛５５の１００まで、辛５５の１１６、辛５５の１２０、辛５５の１

２１、辛５５の１２４、字イシハラ谷辛５７の１から辛５７の９まで

、辛５７の１１から辛５７の１８まで、辛５７の２２、辛５７の２３、辛５７

の２６から辛５７の２８まで、辛５７の３０、辛５７の３１、辛５７の３３、

辛５７の３４、辛５７の３６から辛５７の４３まで、辛５７の４５から辛５７

の４８まで、辛５７の５１、辛５７の５３、辛５７の５４、辛５７の５６、辛

５７の５７、辛５７の５９から辛５７の６６まで、辛５７の６９、辛５７の７０

、辛５７の７２、辛５７の７４、辛５７の７８から辛５７の８２まで、辛５７

の８４、辛５７の８５、辛５７の９２から辛５７の９５まで、辛５７の９７、

辛５７の９９から辛５７の１０２まで、辛５７の１０４から辛５７の１０８

まで、字コタマゴ篠成辛６３の２、辛６３の３、辛６３の５、辛

６３の７、辛６３の１２、辛６３の１５、辛６３の２０、辛６３の２６、辛６３

の２８、辛６３の３０、辛６３の３１、字長尾口松尾辛６４の３、字フ

子辛６７の１、辛８６の１、字奉公人ゴヤ辛７０の２、字長尾コ

ヲカ谷辛７１の４、字コタマゴ谷辛７３の１、辛７３の５、辛７３

の９、辛７３の１６、辛７３の１８、辛７３の２０、辛７３の２２から辛７３

の２８まで、辛７３の３１、辛７３の４５、辛７３の４７、辛７３の５７から

辛７３の５９まで、辛７３の６２から辛７３の６５まで、辛７３の７２、辛

７３の７４、辛７３の７６、辛７３の７８、辛７３の８１から辛７３の８７まで

、辛７３の８９から辛７３の９４まで、辛７３の９８、辛７３の９９、字ヨ

コグラ辛７５の７、辛７５の８、辛７５の１０、辛７５の２０、辛７６の

１、字竹ヵ成辛７７の１、字ホドヲ辛７９の１、辛７９の３、辛

８２の４、字ケスケ辛８３の１、辛８３の３、字ゴンベ谷辛８７の

１、字ヨコクラ辛８８の１、辛８８の４、辛８８の６から辛８８の

９まで、辛８８の１１、辛８８の１２、辛８８の１４から辛８８の１７まで

、辛８８の２４、辛８８の２６、辛８８の２７、辛８８の４８、玉川町鈍川

字大サコ庚６６８の１、庚６６８の８、字下日浦庚６８０の１、

字日浦庚６８４、庚６８６の２、庚６９２、庚６９７の１、庚６９７

の６から庚６９７の８まで、字佛ヶ峠庚６９８の６、庚６９８の

７、字アタラノ上庚７０１の１から庚７０１の３まで、字白石

庚７０３の１、庚７０３の２、庚７０３の７から庚７０３の１３まで

、字祓川庚７１１、字相ノ山左右庚７１３の１、庚７１３の２、

庚７１３の８、字日ウラ向庚７１６の１、庚７１６の２、庚７１６

の４、庚７１６の５、庚７１８から庚７２０まで、庚７２２、字日

浦岩スシ庚７２６の１、庚７２６の２、字スス畑庚７２７の１、

庚７２７の２、字九郎平ヤシキ庚７２８、字スヘリガ尾左谷庚

７３０の１、庚７３０の２、庚７３０の６、庚７３０の８、字鋪巻

山庚７３０の３、庚７３０の４、字ソウセ庚７３１、字ヒヒ谷庚

７３２の１、字ヒリ谷庚７３２の２、字カケ谷庚７３４、字シシ

ヲチ庚７４３の１、庚７４３の１１５から庚７４３の１９まで

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める

標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び今治市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第６８９号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条

第２項（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。

）の規定に基づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底び

き網漁業の許可又は起業の認可を申請すべき期間を次のよう

に定める。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１８年４月２８日から５月１２日まで

�愛媛県告示第６９０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－１６）第１１８８号 平成１６年
１１月１日 福森工業� 大鍋 直幸 喜多郡内子町本川２９８５ 平成１８年３月１日

大工工事業
石工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロッ
ク工事業
鋼構造物工事業
しゅんせつ工事業
塗装工事業
内装仕上工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

愛 媛 県 報平成１８年４月２８日 第１７５５号
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�愛媛県告示第６９１号
愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号）の一部を次のように改正し、平成１８年５月１日

から施行する。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第５条第２項中「営業」を「事業」に改める。

様式第４号中「営業の」を「事業の」に、「営業譲渡等」

を「事業の譲渡等」に改める。
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�愛媛県告示第６９２号
愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号）の一部を次のように改正し、平成１８年５

月１日から施行する。

この告示の際現に改正前の愛媛県建設工事共同企業体事務

取扱要綱様式第２号の規定により提出されている経常建設共

同企業体競争入札参加資格審査申請書は、改正後の愛媛県建

設工事共同企業体事務取扱要綱様式第２号の規定により提出

された経常建設共同企業体競争入札参加資格審査申請書とみ

なす。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

様式第２号中「□資 □名」を「□資 □名 に改める。

□合 」

（般－１４）第１３９３号 平成１４年
８月１９日 東建設� 大本 良臣 西条市三芳６６８－５ 平成１８年

３月１日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１６）第２９２６号 平成１７年
３月７日 �栄光土木 兵頭 勇 松山市生石町６４９－１１ 平成１８年

３月１日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１５）第１５２９５号 平成１５年
４月２８日 センコーホーム松山� 新野 頼正 松山市小坂５－７－１０ 平成１８年３月３日 建築工事業 建設業の廃止

（般・特－１３）第５４４号 平成１４年
１月１１日 �国広組 国広 昌輝 西条市丹原町北田野２０

１
平成１８年
３月６日

建築工事業
管工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１３）第３８０９号 平成１３年
３月１５日 日田建設 日田 忍 八幡浜市松柏丙８０６ 平成１８年

３月６日
建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１５２６０号 平成１５年
３月５日

�ビッグフット・ビル
ド 若木 史彦 松山市中須賀２－１－

２７
平成１８年
３月６日 大工工事業 建設業の廃止

（一部）

（特－１２）第３１６３号 平成１３年
２月２２日 �矢野建設 矢野 茂 喜多郡内子町城廻２０５ 平成１８年

３月７日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１３）第４１５４号 平成１３年
９月１０日 三並建工 三並 勝美 新居浜市西の土居町１

－４－３０
平成１８年
３月７日

建築工事業
とび・土工工事業

建設業の廃止
（法人成り）

（特－１４）第１１６７号 平成１４年
５月９日 �西川組 田渕昭二郎 松山市三津３－４－２１ 平成１８年３月８日

土木工事業
とび・土工工事業
しゅんせつ工事業
造園工事業

建設業の廃止

（般－１６）第１５５７１号 平成１６年
６月２１日 姫乃坂建築事務所 山内 明 松山市姫原２－７－３３ 平成１８年３月８日 建築工事業 建設業の廃止

（法人成り）

（般－１３）第７６２２号 平成１３年
５月１３日 �渡部興産 渡部 正 東温市志津川１７９１－１ 平成１８年

３月９日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１３）第５９号 平成１３年
６月２６日 殿川建設 殿川善一郎 今治市山路町１－３－

３８
平成１８年
３月１４日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１４）第４６１２号 平成１４年
４月２６日 吉見建築 吉見 義広 西予市野村町野村６－

１８５
平成１８年
３月２０日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１６）第９７３７号 平成１７年
２月６日 大塚衛生設備 大塚サヨ子 伊予郡松前町大字筒井

１０６０
平成１８年
３月２２日 管工事業 建設業の廃止

（事業継承）

（般－１７）第１３０９５号 平成１７年
７月１２日 松井建築 松井 隆司 西条市喜多川８２５－２３ 平成１８年

３月２８日 建築工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－１４）第９１２号 平成１４年
５月２１日 藤原工務店 藤原 庄三 松山市上市２－６－１７ 平成１８年３月２９日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１３）第２８９号 平成１３年
１０月２７日 �中川建設 中川 六郎 南宇和郡愛南町柏１３９６

－１
平成１８年
３月３０日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業

建設業の廃止

（般－１６）第５１０５号 平成１７年
３月２２日 愛媛ビルメン� 米岡 弘文 松山市勝山町１－１９－

３
平成１８年
３月３０日 土木工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１４）第６９８５号 平成１４年
１１月２４日 沖建設� 沖 保 西予市野村町平野３０ 平成１８年

３月３１日
土木工事業
建築工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成１８年４月２８日 第１７５５号
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公 告 監 査 公 表

�公 告

争議行為の通知の公表について

瀬戸内海交通労働組合執行委員長渡辺徳保から次のとおり

争議行為を行う旨の通知が平成１８年４月１７日あったので公表

する。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事件 平成１８年度賃金引き上げ・年間臨時給

２ 日時 平成１８年５月８日午前零時以降、本件が完全解決

に至るまでの間

３ 場所 瀬戸内海交通株式会社の経営する自動車路線（今

治市）及びこれに関連する場所又は職場

４ 概要 前記記載の場所において、あらゆる形の争議行為

、並びにこれに対する妨害排除のための争議行為を

単独又は併用して実施する。

�������
�公 告

愛媛県酪農・肉用牛生産近代化計画の公表について

酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和２９年法律第

１８２号）第２条の３第１項の規定に基づき、愛媛県酪農・肉

用牛生産近代化計画を作成した。

この計画書の写しは、農林水産部農業振興局畜産課及び各

家畜保健衛生所において縦覧に供する。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公表第１２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定

により、措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公

表する。

平成１８年４月２８日

愛媛県監査委員 吉 久 宏

同 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

�愛媛県告示第６９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年４月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 岩城環状線
越智郡上島町岩城５７４８番２地先から

同町岩城５７７７番２地先まで

旧 ７．０～２０．０ ０．０５３

新 １１．０～２０．０ ０．０５３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 岩城環状線
越智郡上島町岩城５７４８番２地先から

同町岩城５７７７番２地先まで
平成１８年４月２８日

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

経 営 支 援 課 平成１７年１０月１１日

（監査の結果）

１ 商業基盤等施設整備事業費補助金において、補助金交付団体が

行った契約手続に適切を欠くものが見受けられた。

今後は、補助事業が適正に執行されるよう、補助金交付団体に

対して一層の指導監督の強化に努められたい。

２ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金、

施設共同化資金貸付金償還金、繊維工業構造改善資金貸付金償還

金、設備近代化資金貸付金償還金については、適期収入に留意す

るとともに滞納繰越分の整理についてもなお一層の努力が望まれ

る。

（措置の内容）

１ 平成１７年度の商業基盤等施設整備事業において、契約事務、工

事執行など補助事業の全般にわたって、県に準じた事業執行が執

り行われるよう指導監督の強化に努めたところである。

２ 高度化資金貸付金償還金は、消滅時効が完成したため、平成１８

年３月に未収金３，８７７，８３５円の不納欠損処理を行った。
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�公表第１３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定

により、監査の結果を次のとおり公表する。

平成１８年４月２８日

愛媛県監査委員 吉 久 宏

同 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

�������
�公表第１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定

により、監査の結果を次のとおり公表する。

平成１８年４月２８日

愛媛県監査委員 吉 久 宏

同 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

施設共同化資金貸付金償還金については、貸付先の組合が既に

解散しており、貸付主体の独立行政法人中小企業基盤整備機構（

以下「中小機構」という。）が平成１５年度に担保物権の処分を行

い一部回収（３３２，１６５円）したが、その後回収できず９，３２２，７７９

円は残ったままとなっている。今後とも中小機構と協調しながら

債権管理に努めたい。

繊維工業構造改善資金貸付金償還金については、平成１６年度末

の滞納繰越額は２組合１３２，５３８，５４９円であったが、平成１７年度に

は、このうち２，６８６，９９９円を回収できた。今後とも貸付主体の中

小機構と協調しながら債権管理に努めたい。

設備近代化資金貸付金償還金については、平成１６年度末の収入

未済分は７企業３４，６８８，９９８円であったが、経営支援課及び各地方

局担当職員により、当該企業の現状把握を行うとともに、分割納

入等による徴収等に努めた結果、平成１７年度には、このうち６００

，０００円を回収できた。今後とも各地方局と連携を図りながら債権

管理に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

消 防 学 校 平成１８年１月６日

健 康 増 進 セ ン タ ー 〃

病 害 虫 防 除 所 〃

食 肉 衛 生 検 査 セ ン タ ー 平成１８年１月１６日

花 き 総 合 指 導 セ ン タ ー 平成１８年１月１７日

畜 産 試 験 場 平成１８年１月２３日

農 業 試 験 場 平成１８年１月２６日

え ひ め 学 園 平成１８年２月３日

新 居 浜 高 等 技 術 専 門 校 〃

今 治 高 等 技 術 専 門 校 〃

繊 維 産 業 試 験 場 平成１８年２月７日

紙 産 業 研 究 セ ン タ ー 〃

看 護 専 門 学 校 〃

東 予 児 童 相 談 所 平成１８年２月１５日

養 鶏 試 験 場 〃

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を

実施したところ、おおむね良好であったが、一部の機関において次

の事項が認められた。

児童福祉施設入所措置費負担金については、納期限内の収入確保

に努めるとともに、滞納繰越額の縮減により一層努められたい。

収入未済額 現年分 滞納繰越分 計 備考

１７年度 １，８３７，６９０ １１，４０３，３１０ １３，２４１，０００ 平成１７年１２
月３１日現在
（対前年同１６年度 ２，１９１，０５０ １０，８２７，１１０ １３，０１８，１６０

差引増減 △３５３，３６０ ５７６，２００ ２２２，８４０ 月比）

（東予児童相談所）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 工 業 高 等 学 校 平成１８年１月６日

松 山 商 業 高 等 学 校 〃

大 洲 高 等 学 校 〃

大 洲 農 業 高 等 学 校 〃

川 之 石 高 等 学 校 〃

三 崎 高 等 学 校 〃

宇 和 高 等 学 校 〃

野 村 高 等 学 校 〃

松 山 聾 学 校 〃

宇 和 聾 学 校 〃

第 一 養 護 学 校 〃

第 二 養 護 学 校 〃

第 三 養 護 学 校 〃

松山西中学校・松山西高等学校 平成１８年１月１３日

松 山 北 高 等 学 校 〃

松 山 南 高 等 学 校 〃

松 山 東 高 等 学 校 〃

美 術 館 〃

図 書 館 〃

博 物 館 〃

長 浜 高 等 学 校 平成１８年１月１６日

東 温 高 等 学 校 平成１８年１月１７日

松 山 中 央 高 等 学 校 〃

内 子 高 等 学 校 平成１８年１月２３日

八 幡 浜 教 育 事 務 所 〃

八 幡 浜 工 業 高 等 学 校 〃

八 幡 浜 高 等 学 校 〃

北 条 高 等 学 校 平成１８年１月２６日

松 山 盲 学 校 〃

歴 史 文 化 博 物 館 〃

宇 和 養 護 学 校 〃

三 瓶 高 等 学 校 〃

三 島 高 等 学 校 平成１８年２月３日

土 居 高 等 学 校 〃
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人事委員会規則
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�公表第１５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定

により、監査の結果を次のとおり公表する。

平成１８年４月２８日

愛媛県監査委員 吉 久 宏

同 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

�愛媛県人事委員会規則１３－１５３
管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成１８年４月２８日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会規則１３

－１６）の一部を次のように改正する。

別表議会事務局の部職の欄中「主査（秘書係に属する者に

限る。）」を削り、同表知事部局の部本庁の項同欄中「事業

管理統括監」を「えひめブランド推進統括監」に改め、「事

業管理監」を削り、「えひめブランド推進監」の下に「高速

道路推進監」を、「所長」の下に「構造改革班長」を加え、

「共済係長」を「人事課職員厚生室共済係長」に改め、「予

算第一係長 予算第二係長 予算第三係長 予算第四係長

予算第五係長」及び「主査（秘書課及び財政課並びに人事係

、組織定員係、能力開発係、行政考査係、給与係及び法令係

に属するものに限る。）」を削り、同部出先機関の項地方局

本局の目同欄中「新まちづくり支援班長」の下に「地方局再

編班長」を加え、同項生活センターの目機関の欄中「生活セ

ンター」を「消費生活センター」に改め、同項健康増進セン

ターの目職の欄中「次長」を削り、同項栽培漁業センターの

目を削り、同表教育委員会の部事務局の項本庁の目同欄中「

部長 課長」の下に「室長」を、「課長補佐」の下に「室長

補佐」を加え、「主査（総務係に属するもののうち秘書事務

を担当するもの並びに人事及び給与について企画に関する事

務を担当するもの並びに法令指導係及び教職員係に属するも

のに限る。）」を削り、同部教育機関の項図書館の目同欄中

「総務課長」を「館長補佐」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

新 居 浜 東 高 等 学 校 〃

新 居 浜 西 高 等 学 校 〃

新 居 浜 商 業 高 等 学 校 〃

西 条 高 等 学 校 〃

小 松 高 等 学 校 〃

東 予 高 等 学 校 〃

丹 原 高 等 学 校 〃

今 治 西 高 等 学 校 〃

今 治 南 高 等 学 校 〃

今 治 北 高 等 学 校 〃

今 治 教 育 事 務 所 平成１８年２月７日

今 治 工 業 高 等 学 校 〃

川 之 江 高 等 学 校 〃

新 居 浜 工 業 高 等 学 校 平成１８年２月１５日

新 居 浜 南 高 等 学 校 〃

今 治 養 護 学 校 〃

今治東中学校・今治東高等学校 〃

西 条 農 業 高 等 学 校 平成１８年２月１７日

西 条 教 育 事 務 所 〃

総 合 科 学 博 物 館 〃

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を

実施したところ、おおむね良好であったが、一部の機関において次

の事項が認められた。

授業料については、納期限内の収入確保に努められたい。

区 分 収入未済額 備考

平成１７年１１月３０日現在 １，１４４，９５０

平成１８年１月１８日（予備監査日）現在 ５６７，０００

（今治工業高等学校）

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

大 洲 警 察 署 平成１８年１月１６日

松 山 南 警 察 署 平成１８年１月１７日

八 幡 浜 警 察 署 平成１８年１月２３日

西 予 警 察 署 平成１８年１月２６日

今 治 警 察 署 平成１８年２月７日

四 国 中 央 警 察 署 〃

新 居 浜 警 察 署 平成１８年２月１５日

西 条 西 警 察 署 〃

西 条 警 察 署 平成１８年２月１７日

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を

実施したところ、おおむね良好と認められた。

平成１８年４月２８日 印刷
平成１８年４月２８日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円３６８
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